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２.業績分析
①（個別）完成⼯事⾼ 受注時期別（配電⼯事を除く）

（単位︓億円）

22

期⾸⼿持⼯事の完成⼯事⾼は、前期より641億円増加し2,959億円となりま
した。
主な要因は、期⾸⼿持⼯事が順調に進捗したことによります。

当期受注当期完成⼯事⾼は、前期より82億円減少し1,573億円となりまし
た。

完成⼯事総利益率については、期⾸⼿持当期完成⼯事、当期受注当期完成
⼯事とも前期より若⼲低下しました。





２.業績分析
③（連結）完成⼯事⾼の増減要因
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2018 ⼀般電気 環境関連 情報通信 配電 電⼒その他 ⼦会社 2019
(連結調整後)
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連結完成⼯事⾼は、前期より646億円増加し、5,859億円となりました。

当社の全ての⼯事種別の完成⼯事⾼が増加し、⼦会社の完成⼯事⾼について
も増加しました。

特に当社⼀般電気⼯事については、⼤きく増加しました。



２.業績分析
④（連結）営業利益の増減要因

（単位︓億円）
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450主に⼈件費、情報システム関連費⽤の増加

（対前年同期 +46）

△44

⼯事利益の増加

◇ 完成⼯事総利益率の順位（⼯事種別）
①電⼒その他 ＞ ②⼀般電気 ＞ ③情報通信 ＞ ④配電 ＞ ⑤環境関連

2018 電気+環境 情通+配電 ⼦会社 ⼀般管理費 2019
+電⼒その他 (連結調整後)
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連結営業利益は前期より46億円増加し、450億円となりました。

当社の全ての⼯事種別の⼯事利益が増加し、⼦会社の営業利益について
も増加しました。⼀般管理費については、主に当社の⼈件費や業務合理
化のための情報システム関連費⽤が増加したことなどにより、44億円の
マイナス要因となりました。


















